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] 後者の参議院の独自性に関しては，憲法は，
参議院議員の任期を衆議院議員のそれが４年であ
るのに対し６年とし，かつ，内閣は参議院の解散
に係る権能を有しないので，その権能の行使に
よって参議院議員の任期は短縮されることはな
く，しかも，３年ごとに議員の半数を改選するも
のとしているから（45条，46条，69条），参議院
議員を衆議院議員に比して身分を安定させ，かつ，
上記の半数改選制により，議院としての活動の継
続性を図っているといえる。特に，議員に６年の
任期を与え，その短縮を認めないことは，憲法は，
選挙民がひとたび議員として選んだ以上は任期満
了時までの期間を信任してその身分を失うリスク
を生じさせないこととし，その半面，議員は，そ
の間国民の政治的意思から乖離することがないよ
うにしつつも，選挙民等の逐一の望みや党派的利
害に適宜の距離を置き，より大局的な観点ないし
は多元的な見地から行動することを可能ならしめ
ているというべきである。これらの点に鑑みると，
憲法は，参議院の在り方の基本理念の決定につい
て，国会の立法政策としてその合理的裁量に委ね
つつも，全国民を代表する機関たる参議院に長期
的かつ総合的な視点から国政上の重大問題に対応
させ，衆議院（あるいはそこにおける政党）のみ
では十分に代表されない国民各層の多種多様な意
見を多角的に反映させるようにし（ややもすれば，
少数者の声は軽視ないし黙殺されがちである。），
これによって独自の役割を発揮することを求めて
いるというべきである（急速に情報化，国際化が
進展している中で，我が国の将来にわたり，平和
と安全と豊かな自然環境の国土で，経済（地方経
済も特に念頭に置かれるべきである。）が活性化
し，雇用が確保され，教育や福祉が充実すること
が大切であると私は思うが，これらはいずれも，
上記の意味での国政上の重大な問題であろう。）。
^ 前者の投票価値の平等に関していうと，衆
議院は内閣総理大臣の指名権の行使において参議
院に優越し，衆議院のみが内閣不信任の議決権を
行使する権能を有し，内閣は衆議院の解散に係る
権能を有している（憲法67条，７条３号，69条）。
そのことは，憲法が，基本的に，統治の主体（政
権）たる内閣（政府）の選択と存立，その結果と
しての政策の帰すうを衆議院の多数派政党をして
決定せしめているといえるから，衆議院議員選挙
における投票価値については厳格な人口比例によ
る平等を要求する度合いが特に大きいというべき

である。これに対し，憲法は，参議院について，
議院内閣制での立ち位置を上記の意味において衆
議院とは異ならしめるとともに，前記のとおりの
独自性を求めており，他方，これに関連しての参
議院議員の３年ごとの改選制に由来する技術的な
事由で些少の不平等は不可避的とも思われるの
で，それらは，参議院議員選挙制度においては，
厳格な投票価値の平等に譲歩を求めるに足り，し
かも憲法自らが認めている特別の合理的理由に該
当し得るものとしてこれを容認するといえる。
_ しかしながら，前記のとおり，選挙権が参
政権としてとりわけ重要な権利であり，投票価値
の平等の求めが民主主義の根幹に関わる憲法上根
本的なものであることに照らせば，憲法は，国会
が参議院議員選挙制度の仕組みについて立法的措
置を講じるに当たって，極力，人口比例による投
票価値の平等を確保しつつ参議院の独自性を発揮
できるような制度設計をすることを求めていると
いうべきであり，また，後者のために余儀なく投
票価値の平等に譲歩を求めなければならないとし
ても，独自性を発揮させることと投票価値の平等
を制限することとの間に合理的関連性があること
を要求しているというべきである。そのことより
すると，憲法は，その独自性の具体的な内容が客
観的に認められ，かつ，その譲歩はそれを発揮さ
せるという目的のために必要最小限度にとどめら
れるものでなければならず，しかも，国会におい
て，投票価値の平等に譲歩を求めざるを得ないこ
と及びその平等が制限される程度とその独自性の
発揮によって得られる価値とがおおむね均衡を
保っていることについて相応の説明をすることを
要求しているものというべきである。そのことは
また，投票価値の平等が制限される程度が大きい
場合であるほどに，それより低い程度の投票価値
の平等の制限をもってしては参議院の独自性を発
揮できない所以について常識的に理解可能な説明
がなされなければならないことをも意味するとい
える。参議院議員の選挙制度の決定は，国会の立
法政策としてその裁量に委ねられているが，投票
価値の平等が根本的に重要であることに鑑みれ
ば，そこには以上の意味での憲法上の制約がある
というべきである。結局，上記の点での説明や前
記の技術的事由があるか，又は差異を設けること
を正当化する何らかの特別の合理的理由がある場
合を除き，結局，参議院議員の選挙制度も，人口
比例原則によって定められなければならないとい

うべきであり，また，人口比例原則が，参議院議
員の選挙制度についての決定が国会の裁量権を超
えているか否か，言い換えれば投票価値の不平等
が生じている場合に違憲の問題が生ずる程度の著
しい不平等状態に至っているか否かを評価するに
当たって基本的かつ中心的な考慮要素であるとい
うべきである。
２ 本件選挙における投票価値の不平等は憲法
に違反するか
\ 違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状
態について

{ 多数意見は，最大較差が１対5•00の本件選
挙は違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態
に至っていたと判断しており，私もこれに賛同す
るものである。
| 現行の選挙区選出議員の選挙制度の仕組み
は都道府県ごとの地域的特性への配慮に基づくも
のとされている。この地域的特性への配慮という
ことは，議員が都道府県代表であるということと
捉えられて，憲法43条１項に規定されている「全
国民を代表する選挙された議員」と抵触するなど
の疑念はあるが（衆議院議員選挙についての最高
裁平成22年（行ツ）第207号同23年３月23日大法
廷判決・民集65巻２号755頁における私の補足意
見参照），都道府県は歴史的にみて地域社会とし
てその原型を古い時代に遡ることができ，政治的，
経済的，社会的に一定の結び付きあるいは地域住
民の住民感情等において固有の事情や独自の意義
を認めることが可能であり，その都道府県の選出
議員は選挙運動や日頃の政治活動によってその地
の実情に精通し専門的知識を有していると考え，
この地域的特性への配慮という事由を，例えば過
疎関連問題等に直面している人口の少ない県の選
出の議員が，多数決原理によれば少数者として顧
られないおそれのあるその住民の意見を，一地方
の問題ではなく地域経済の活性化などの国政上の
重大な課題に還元して，専門的な見地から参議院
に反映させることができるとの意味に理解して参
議院の独自性の内容を構成するという考えも成り
立ち得ないわけではなく，また前記のとおり，参
議院の場合は衆議院ほどに投票価値の厳格な平等
が要求されないという一面もあることから，投票
価値の平等に譲歩を求めるに足りる事由としての
参議院の独自性の内容になり得ないではないと思
われる。もっとも，そのような専門的意見も，反
映されるべき長期的かつ総合的な視点からの専門

的意見，あるいは多角的な又は少数者ないし弱者
に関わる多くの意見のうちの限定された一部にし
かすぎないから，参議院の独自性の一内容として
の地域的特性への配慮ということは，投票価値の
平等に譲歩を求めるに当たって決して大きくは評
価できないというべきであり，しかも，前記のと
おり，その譲歩は最小限度にとどめられなければ
ならないから，そのことよりすると，１対２前後
程度の最大較差が考えられ得る許容範囲というこ
とになろう（なお，衆議院議員選挙区画定審議会
設置法３条１項参照）。その点からすると，現行
制度の前身の参議院議員選挙法を制定した昭和22

年当時の最大較差が１対2•62であることが問題と
なるが，これは，上記数値域から隔たること僅か
であり，かつ，独自性としての都道府県ごとの地
域的特性への配慮ということとの合理的な関連性
も相応に説明がなされたものとして，限界的な意
味で許容範囲内にあるということはできよう。
} しかるところ，その後，昭和37年の参議院
議員通常選挙になると，早くも最大較差は１対
4•09に達し，以後本件選挙までの累次の参議院通
常選挙も，最大較差が多くは１対５前後で中には
６倍前後に達するものもあるという状況で推移し
た。このような著しい不平等状態はひとえに我が
国が社会的，経済的に急激な変化を遂げ，その人
口構造において農村部から都市部への流入現象が
不断に続いたために惹起されたものとされている
のであって，そのことはもちろん参議院の独自性
とは関係ないことであり，したがってまた，参議
院の独自性との実質的関連性は何ら説明され得な
いことである。そうすると，それらの１対４ない
し１対５という最大較差（この両者の違いは小数
点以下のそれも含めて五十歩百歩である。）のう
ち前記の許容され得る最大較差を大きく超える部
分については，人口比例原則を基本的かつ中心的
な考慮要素として評価されるべきものであり，そ
の下では，一般的な常識からみても到底看過し得
るものではなく，したがって，違憲の問題が生ず
る程度の著しい不平等状態に至っていると評価す
るよりほかないのである。最大較差１対5•00たる
本件選挙も以上述べたような意味で著しい不平等
状態に至っているといえるし，更には，およそ最
大較差が１対４ないし１対５といった投票価値の
著しい不平等状態が当面の選挙制度の枠組みから
して不可避であるなら，それ自体を速やかに見直
されなければならないと考えられてくるところで
ある。
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